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第１条（目 的・適用範囲） 

この規程は，給与規定 第17条に定める通勤手当について、その細則を定めたものとす

る。 

 

第２条（各エリア支給要件） 

通勤手当を支給する場合は以下のとおりとする。 

［全エリア共通］ 

① 自宅から最寄り駅、停留所までの距離および自宅から勤務地までの距離が片道1.5

ｋｍ以上の場合 

② 通勤の交通手段は、電車、バス、自家用車、バイク、自転車のいずれかとする。 

③ 公共交通機関を利用する者 

・実費相当額（月額30,000円までとする） 

 

  ［埼玉県エリア・群馬県エリア・千葉県野田市エリア・神奈川県海老名市エリア］ 

自家用車、バイクで通勤することを会社が承認した者 

・自家用車   

ガソリン代として次の計算式により支給   往復通勤距離（ｋｍ）×１５円 

・自動二輪車 

ガソリン代として次の計算式により支給   往復通勤距離（ｋｍ）×５円 

   ［千葉県市川市,浦安市エリア・神奈川県横浜市エリア］ 

自家用車・バイク・自転車での通勤も、会社が承認した者には、公共交通手段で掛か

る金額を支給するものとする。 

 

第３条（届出義務） 

従業員またはその関係者がこの規程により通勤手当を受けようとするときは、その事

実を証明するものを申請し、上長に届け出ることを要する。 

 

第４条（支給額） 

１、通勤手当は、従業員の住居と勤務場所の、最も経済的な経路の金額とし原則月額

30,000円までの範囲において合理的と会社が認めた最短経路とする。 

２、通勤定期乗車券は、１か月を単位（ＩＣカード運賃）とする。 

３、自動車通勤の職員は非課税限度額を上回る場合、（別表１を参照）超えた分に対し

ては所得税が発生する。 

 

第５条（支給方法・支給期日） 

1、通勤手当は、毎月末日に締切り、翌月25日の給与支給時に支払う。 

 

 

第６条（申請方法） 
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  1、新たに入社した従業員は、採用時人事管理システム（jinjer）の基本情報に交通費を

登録すること。 

  2、従業員は、転居などにより交通手段や交通機関が変更になった場合は、早急に交通費

変更届出書を提出しなければならない。 

 

第７条（欠勤・休職） 

1、 従業員がけがや病気等で欠勤した場合や有給休暇、または休職したときは、その期間

中の通勤手当を支給しない。 

 

 第８条（日割りでの通勤実費額支給の取り扱い） 

1、計算期間の中途で採用され、又は退職した場合の通勤手当は、出勤日数×

日額通勤費を支給する。 

2、 従業員が年次有給休暇その他就業規則に定める休暇などにより 15 日以下の出勤とし

た場合は定期代の支給ではなく出勤日数×日額通勤費を支給する。 

  

 第９条（自家用車・バイク・自転車での通勤） 

１、自家用車・バイク・自転車で通勤する場合は任意保険に加入することを条件とし、保

険証の写しを会社に提出すること。 

2、前項の書類に変更があった場合、すみやかに変更された書類を提出することとする。

なお、変更書類を提出するまでは、公共交通機関を使用して通勤すること。 

 

別表１ 

マイカーなどで通勤している人の非課税となる１ヶ月あたりの限度額表 
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附 則 

この規定は、令和 ６年 ４月 １日から施行します。 

 

 

 

 

 

 

 




